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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第56期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第55期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高（百万円） 8,579 12,894 43,653

経常利益又は経常損失（△）（百万円） △1,057 787 △774

四半期純利益又は四半期（当期）純損失（△）（百万円） △1,071 652 △2,009

純資産額（百万円） 13,177 11,107 11,068

総資産額（百万円） 54,780 53,413 54,505

１株当たり純資産額（円） 638.80 547.80　　 　545.55

１株当たり四半期純利益金額又は四半期（当期）純損失金額（△）

（円）
△55.73 33.95 △104.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 22.4 19.7 19.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
559 550 1,888

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△190 △398 △129

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,023 △713 △3,530

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 9,222 8,335 9,063

従業員数（人） 16,649 22,371 19,383

　　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

　３．第55期第１四半期連結累計（会計）期間及び第55期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．第56期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

　 

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名　　称 住　所 資本金
主要な事
業の内容

議決権の
所有割合(％)

関　係　内　容

（連結子会社）　

SUMIDA ELECTRONIC

VIETNAM CO., LTD.

　

ベトナム・

ハイフォン市

　

（百万US$)　

2

　

　コイルの製造

　

100

(100)

　

役員の兼務等・・・有

　

　

Sumida Electric

(Changde) Co., Ltd.

　

中国・湖南省　
（百万香港＄）

10
　コイルの製造

100

(100)
役員の兼務等・・・有

 （注）議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

  

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 22,371    

　（注）１．従業員は就業人員であります。

２．連結従業員数は前連結会計年度末比2,988名増加しております。アジア・パシフィック事業において2,499

名、ＥＵ事業において79名、環境・エネルギー事業において410名増加しておりますが、これはそれぞれ需要

の増加に対応するための増員によるものであります。　

３．従業員数は委託加工先の従業員数を含めて表示しております。

(2）提出会社の状況

提出会社は純粋持株会社であり、従業員はおりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

区分
当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日） 

前年同四半期比（％） 

 アジア・パシフィック事業（百万円） 6,883 180.9

 ＥＵ事業（百万円） 4,660 150.9

 環境・エネルギー事業（百万円） 1,356 211.2

 合計（百万円） 12,899 171.2

　（注）金額は販売価格によっております。

(2）受注実績

区分

当第１四半期連結会計期間  
（自　平成22年１月１日 
至　平成22年３月31日）  

当第１四半期連結会計期間末  
（平成22年３月31日現在）  

 受注高
 前年同四半期比

（％）
 受注残高

 前年同四半期比
（％）

 アジア・パシフィック事業（百万円） 8,101 170.2 4,622 178.9

 ＥＵ事業（百万円） 5,564 152.8 3,765 178.4

 環境・エネルギー事業（百万円） 1,592 214.3 1,032 307.1

 合計（百万円） 15,257 166.8 9,419 187.3

 

(3）販売実績

区分

当第１四半期連結会計期間 
 （自　平成22年１月１日
 至　平成22年３月31日）

 売上高  前年同四半期比（％）

 アジア・パシフィック事業（百万円） 6,878 148.1

 ＥＵ事業（百万円） 4,654 143.3

 環境・エネルギー事業（百万円） 1,362 198.0

 合計（百万円） 12,894 150.3

　（注）生産実績、受注実績、販売実績の金額には消費税等は含まれていません。

　

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに生じた事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。   
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

　

(1）業績の状況

金融危機後、世界景気減速からの回復を牽引してきた中国、インドなどアジア新興国経済は引き続き高い成長

が続いています。また、米国においても企業業績改善が幅広い業種に広がり、雇用情勢も改善に向かうなど経済に

復活の兆しが見え、ＥＵにおいてもユーロ圏景況感指数が改善してきており、回復のテンポは緩やかながら景気

回復期待が広がっています。

　当第１四半期連結会計期間の電子部品業界は、季節的に需要が一段落する時期にもかかわらず、中国を中心とし

たアジアの新興国でパソコンや薄型テレビなどデジタル機器の堅調な需要が続き、また、自動車向けや産業機器

向けも受注が順調に回復し、例年に比べ受注数量は比較的高い水準を維持しました。

　こうした中、当社グループでは、堅調な受注に対応すべく、当第１四半期連結会計期間に「シルクロード構想」

の一貫としてベトナム・ハイフォン市、中国・湖南省にサテライト工場を新設し、労務費の抑制や製造経費の圧

縮等製造現場の効率的運営を進めながら生産体制を強化しました。

売上高は自動車向けが順調に需要を回復し、また家電向けも、需要が一段落する時期にもかかわらず堅調で

あったことから、前第１四半期連結会計期間を底に４四半期連続で増加し、当第１四半期連結会計期間は前年同

期比50.3%増の12,894百万円となりました。増収に加え、昨年までに進めてきた生産性向上、固定費削減など事業

構造改善効果もあり、営業利益は1,025百万円（前年同期は1,345百万円の営業損失）となりました。営業外損益

でデリバティブ評価益があったものの、支払利息、為替差損等があり、経常利益は787百万円（前年同期は1,057百

万円の経常損失）となり、四半期純利益は652百万円（前年同期は1,071百万円の四半期純損失）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

① アジア・パシフィック事業

　当第１四半期連結会計期間におけるアジア・パシフィック事業は、パソコン及びパソコン周辺機器向け、

自動車向け、セキュリティ関連機器向け等に売上を伸ばしました。また、ABSコイル、HIDヘッドランプ向け、

スマートエントリーシステム用アンテナ等自動車関連も堅調に推移し、売上高は前年同期比48.1％増の

6,878百万円となりました。増収により営業利益は1,270百万円（前年同期は174百万円の営業損失）とな

りました。

② ＥＵ事業

　当第１四半期連結会計期間におけるＥＵ事業は、自動車向け、家電向け製品が好調に推移し、売上高は前

年同期比43.3％増の4,654百万円となりました。営業利益は282百万円（前年同期は481百万円の営業損

失）となりました。

③ 環境・エネルギー事業

　当第１四半期連結会計期間における環境・エネルギー事業の売上高は、昨年７月にコンコルド電子工業

が加わったことに加え、太陽光発電用リアクトル等が大きく売上を伸ばしたことから、前年同期比98.0％

増の1,362百万円となりました。営業利益は28百万円（前年同期は61百万円の営業損失）となりました。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりです。

① 日本

　国内におきましては、 自動車向け需要が回復し、当第１四半期連結会計期間の売上高は前年同期比85.4%

増の2,627百万円となりました。営業利益は68百万円（前年同期は121百万円の営業損失）となりました。

② 香港・中国

　香港・中国におきましては、当第１四半期連結会計期間の売上高は前年同期比35.4%増の3,548百万円と

なりました。営業利益は1,139百万円（前年同期は38百万円の営業損失）となりました。

③ 台湾・韓国

　台湾・韓国におきましては、当第１四半期連結会計期間の売上高は前年同期比108.8%増の213百万円とな

りました。営業損益は前年同期の11百万円の営業損失から１百万円の営業損失に縮小しました。　

④ アセアン

　アセアンにおきましては、当第１四半期連結会計期間の売上高は前年同期比41.9%増の1,161百万円とな

りました。営業利益は71百万円（前年同期は15百万円の営業損失）となりました。
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⑤ 北米

　北米におきましては、当第１四半期連結会計期間の売上高は前年同期比96.1増%の1,096百万円となりま

した。営業利益は71百万円（前年同期は26百万円の営業損失）となりました。　

⑥ 欧州　

　欧州におきましては、自動車向けの需要が回復し、当第１四半期連結会計期間の売上高は前年同期比

38.7%増の4,249百万円となりました。営業利益は237百万円（前年同期は445百万円の営業損失）となりま

した。

　

（2）財政状態の状況

①　資産の状況

　当第１四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末に比べて1,092百万円減少し、資産合計で

53,413百万円となりました。現金及び預金が借入金の返済等により減少したこと、のれんが償却等により

減少したこと等が主な要因です。

②　負債の状況

　当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べて1,131百万円減少し、負債合計で

42,306百万円となりました。社債の償還、長期借入金が返済により減少したこと等が主な要因です。

③　純資産の状況

　当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて39百万円増加し、11,107百万円とな

りました。これは主に前連結会計年度末に比べ、借方の為替換算調整勘定が515百万円増加したものの、利

益剰余金が556百万円増加したこと等によるものであります。

　この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の19.2％から19.7%となり、１株当たり純資産額は545円55銭

から547円80銭となりました。

　　

（3）キャッシュ・フローの状況

  当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末比728

百万円減少し、8,335百万円となりました。　 

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は550百万円（前年同期比9百万円の減少）となりました。税金等調整前四半期

純利益を778百万円計上したことに加え、減価償却費、のれんの償却等による現金流入が717百万円、売上債権

の増加による流出が565百万円、たな卸資産の増加による流出が446百万円あったこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は398百万円（前年同期比208百万円の増加）となりました。主な要因は有形

固定資産の取得による支出386百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は713百万円（前年同期比1,310百万円の減少）となりました。短期借入金の純

増加額435百万円があった一方で、長期借入金の返済672百万円及び社債の償還415百万円、配当金の支払が96

百万円があったこと等によるものです。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 　

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、274百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループが属するエレクトロニクス業界は世界経済の影響を受けやすい、変化の激しい業界であります。平

成20年の金融危機で世界経済は急激に減速しましたが、平成21年半ばより回復の兆しが見えてまいりました。当

社グループの売上高もその影響を受けております。また、当社グループでは売上高の約80％が海外売上高で、製造

は100％を海外で行っているため、利益に与える影響は限定的であるものの、売上高に関しては為替変動の影響を

受けることがあります。また、多くの原材料を外部調達しているため、素材の国際市況の変動の影響を受けること

があります。また、労働集約的な生産体制を行っているため、生産拠点における賃金水準の変動の影響を受けるこ

とがあります。

　当社グループでは、事業環境等の変化を踏まえ、平成20年12月期を初年度とした中期経営計画を見直し、平成22

年12月期を初年度とした新たな中期経営計画（３ヵ年計画）を策定し、２月18日に公表いたしました。
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I. 新中期経営計画（平成22年度～平成24年度）の概要

１．重点経営戦略

　以前の中期経営計画で掲げた3つのエクセレンス「Triple Ex（※）」は、当社の長期的ビジョン達成のた

めの基礎戦略事項として位置づけを改めます。新中期経営計画（平成22年12月期～平成24年12月期）におけ

る重点経営戦略は以下のとおりです。

① 「Global One Sumida」組織体制を更に強化

世界中に広がるスミダグループ会社の事業推進を一体化させ、確実に成長市場に注力していく。

② 「製造のシルクロード構想」の更なる推進

低コスト生産体制を強化、拡充するとともに、世界中の顧客ニーズに迅速に対応できる物流体制を構

築する。

③ 人材育成の強化

持続的成長の基盤となる人材を育成するとともに、当社の経営理念をグループ全体に浸透させ、当社

が真のエクセレントカンパニーとなるための人材を育てる。

　
※ 「Triple Ex」の３つのエクセレンスとは、Exceptional Execution、Extraordinary Technology、Exemplary Global

Managementの”Ex”を指します。

　

２．事業戦略

当社は、上記重点経営戦略の下、次の市場に注力していきます。

① コンシューマーエレクトロニクス分野

今後数年間の成長性が高い製品に重点的に注力するとともに、顧客からのより短いリードタイムと

コスト要求に応えられるサプライチェーンを確立する。

② 自動車関連分野

現在世界で高い市場シェアを持つ製品（ABSコイル、Xenonイグナイター、キーレスアンテナ）につい

て、そのシェアの維持・向上を図ると同時に、次世代モデル開発にも積極的に取り組む。

③ その他産業分野

代替エネルギーや医療分野など、今後成長が期待される分野について、技術力と新しい製品群を強化

・補完できる会社を取り込み、当該分野でのプレゼンスを高める。

　　

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第１四半期連結会計期間においては、借入金返済及び投資等の資金需要に対して、金融機関からの借入等によ

り資金調達を行いました。

　資本の財源及び資金の流動性についての分析につきましては、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析 (2)財政状態の状況及び（3）キャッシュ・フローの状況」を御参照下さい。

 

(8）経営者の問題認識と今後の方針について

当第１四半期連結会計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はありません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、重要な設備の異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,944,317 19,944,317
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら
限定のない当社
株式における標
準となる株式で
あり、単元株式数
は100株でありま
す。

計 19,944,317 19,944,317 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日
－ 19,944 － 7,217 － 7,030

 

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、シュローダー証券投信投資顧問㈱及びその関連会社２社から平成22年４

月１日付で連名により大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成22年３月24日現在で次のとおり当社

の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として平成22年３月31日現在における実質所有株

式数の確認ができませんので、当第１四半期会計期間末現在の株主名簿に基づき記載しております。

　なお、当該報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シュローダー証券投信投

資顧問㈱ほか２社
東京都千代田区丸の内１－８－３ 1,873 9.39
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     731,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  19,129,100 191,291 －

単元未満株式 普通株式      83,517 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 19,944,317 － －

総株主の議決権 － 191,291 －

　 （注）上記「単元未満株式」の欄の普通株式には、自己株式53株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

スミダコーポレーション

株式会社

東京都中央区日本橋三丁目

12番２号

朝日ビルヂング 

731,700 － 731,700 3.67

計 － 731,700 － 731,700 3.67

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 795 872 1,078

最低（円） 673 665 809

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

EDINET提出書類

スミダコーポレーション株式会社(E01971)

四半期報告書

10/28



 

EDINET提出書類

スミダコーポレーション株式会社(E01971)

四半期報告書

11/28



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務

諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づい

て作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,603 9,317

受取手形及び売掛金 10,840 ※1
 10,423

商品及び製品 3,047 3,084

仕掛品 902 718

原材料及び貯蔵品 2,849 2,692

未収還付法人税等 541 510

その他 1,718 1,915

貸倒引当金 △35 △40

流動資産合計 28,465 28,619

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 11,808 12,063

機械装置及び運搬具 25,918 26,300

工具、器具及び備品 4,256 4,303

土地 1,600 1,633

建設仮勘定 480 313

減価償却累計額 △29,295 △29,324

有形固定資産合計 14,767 15,288

無形固定資産

のれん 3,538 3,838

その他 1,119 1,162

無形固定資産合計 4,657 5,000

投資その他の資産 5,435 5,503

固定資産合計 24,859 25,791

繰延資産 89 95

資産合計 53,413 54,505
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,977 3,832

短期借入金 18,909 18,484

未払法人税等 410 366

その他 7,168 7,467

流動負債合計 30,464 30,149

固定負債

社債 3,700 4,075

長期借入金 4,917 5,551

退職給付引当金 965 1,050

その他 2,260 2,612

固定負債合計 11,842 13,288

負債合計 42,306 43,437

純資産の部

株主資本

資本金 7,217 7,217

資本剰余金 7,030 7,030

利益剰余金 5,681 5,125

自己株式 △1,524 △1,524

株主資本合計 18,404 17,848

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 30 28

為替換算調整勘定 △7,909 △7,394

評価・換算差額等合計 △7,879 △7,366

少数株主持分 582 586

純資産合計 11,107 11,068

負債純資産合計 53,413 54,505
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 8,579 12,894

売上原価 7,715 9,784

売上総利益 864 3,110

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 111 143

従業員給料及び手当 773 676

減価償却費 142 95

研究開発費 302 274

その他 881 897

販売費及び一般管理費合計 2,209 2,085

営業利益又は営業損失（△） △1,345 1,025

営業外収益

受取利息及び配当金 14 7

為替差益 50 －

デリバティブ評価益 316 119

その他 82 32

営業外収益合計 462 158

営業外費用

支払利息 139 147

為替差損 － 218

その他 35 31

営業外費用合計 174 396

経常利益又は経常損失（△） △1,057 787

特別利益

固定資産売却益 1 0

その他 － 0

特別利益合計 1 0

特別損失

固定資産除売却損 1 5

事業構造改善費用 79 4

たな卸資産評価損 37 －

その他 3 0

特別損失合計 120 9

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,176 778

法人税等 △84 102

少数株主利益又は少数株主損失（△） △21 24

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,071 652
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,176 778

減価償却費 752 634

のれん償却額 69 83

受取利息及び受取配当金 △14 △7

支払利息 139 147

為替差損益（△は益） △106 10

事業構造改善費用 79 4

デリバティブ評価損益（△は益） △316 △119

売上債権の増減額（△は増加） 1,776 △565

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,627 △446

仕入債務の増減額（△は減少） △872 200

その他 △1,391 76

小計 567 795

利息及び配当金の受取額 14 7

利息の支払額 △130 △146

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 108 △106

営業活動によるキャッシュ・フロー 559 550

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 309 107

定期預金の預入による支出 △97 △169

有形固定資産の取得による支出 △269 △386

貸付金の回収による収入 49 42

投資有価証券の売却による収入 － 19

関係会社株式の取得による支出 － △13

その他 △182 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △190 △398

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △570 435

長期借入れによる収入 3,900 50

長期借入金の返済による支出 △601 △672

社債の発行による収入 3,421 －

社債の償還による支出 △7,975 △415

配当金の支払額 △193 △96

その他 △5 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,023 △713

現金及び現金同等物に係る換算差額 374 △167

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,280 △728

現金及び現金同等物の期首残高 10,502 9,063

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 9,222

※1
 8,335
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結の範囲の変更

　前連結会計年度において連結子会社でありました株式会社エイワ、有限

会社エイワ青森及び株式会社モステックはスミダ電機株式会社に吸収合

併されたことに伴い、当第１四半期連結会計期間より連結範囲から除外

しております。　

　また、当第１四半期連結会計期間より、SUMIDA ELECTRONIC VIETNAM

CO., LTD.及びSumida Electric (Changde) Co., Ltd.を新たに設立した

ため、連結の範囲に含めております。

(2）変更後の連結子会社の数

　39社 

　

【簡便な会計処理】

 
 
 

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年１月１日 
 至　平成22年３月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末のたな卸高算出に関しては、実地たな卸を省

略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算

定する方法によっています。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっています。

３．繰延税金資産の回収可能性の判断 　前連結会計年度以降に経営環境等に著しい変化が生じておらず、かつ一時

差異等の発生状況に大幅な変動がないと認められる場合は、前連結会計年度

末において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを使用して

います。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

　税金費用の計算

 

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

   １．                ─────

   ２．　　　　　　　　─────

　

※１．受取手形割引高 65百万円

   ２．偶発債務 

  当社がその株式14.9%を間接保有する、台湾法人

勝美達電子股?有限公司は、ICチップ供給元の一社

であるＯ２マイクロ社からそのインバータモ

ジュール製品に関し特許侵害訴訟を提起されて係

争中のところ、平成18年４月に米国テキサス州連邦

地裁において敗訴判決とともに、当該訴訟の対象で

あるMPS社製ICチップにつき使用を禁止するとの差

止め命令を受けました。同法人はこれら処分を不服

として、平成18年５月にワシントンDCの連邦高裁に

控訴し、争っていました。控訴から３年後、連邦高裁

は平成21年３月５日に第一審判決を覆す判決を出

し、その結果本件台湾法人の主張が認められ、相手

方Ｏ２マイクロ社の主張は退けられました。Ｏ２マ

イクロ社は、高裁判決後も高裁に対し再審査を申し

立て、その判断の再検討を求めていましたが、この

申し立ては却下されました。さらに、平成21年8月20

日を以ってＯ２マイクロ社の上訴権も失効したた

め、高裁判断が確定し、本件台湾法人において損害

が発生する可能性は絶無となりました。　 

　なお、本件台湾法人は、平成19年12月に外部投資家

に売却されたため、当社の関係会社ではありません

が、当社は当該投資家との株式売買契約により、本件

訴訟を追行管理することが義務づけられていまし

た。また、管理費用はすでに手当て済みとなっていま

す。　
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（四半期連結損益計算書関係）

注記すべき事項はありません。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成21年３月31日現在）

 現金及び預金勘定  9,536百万円

 預入から３ヶ月を超える定期預金 △314

現金及び現金同等物  9,222百万円

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成22年３月31日現在）

 現金及び預金勘定  8,603百万円

 預入から３ヶ月を超える定期預金 △268

現金及び現金同等物  8,335百万円

　

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　

平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式   19,944千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  732千株

３．新株予約権等に関する事項

 該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 決議  株式の種類
 配当金の総額
（百万円） 

 １株当たり
配当額
（円）

 基準日  効力発生日 配当の原資

 平成22年２月18日

取締役会 
 普通株式 96  5.00 平成21年12月31日 平成22年３月５日 利益剰余金

(2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年４月26日

取締役会 
普通株式 96 　5.00 平成22年３月31日平成22年５月21日利益剰余金

 ５．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日～平成21年３月31日） 

 
 

アジア・パ
シフィック
事業
（百万円）

ＥＵ事業
（百万円）

環境・エネ
ルギー事業
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 4,644 3,247 688 8,579 － 8,579

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
99 111 0 210 △210 －

計 4,743 3,358 688 8,789 △210 8,579

営業利益又は営業損失（△） △174 △481 △61 △716 △629 △1,345

（注）１．事業区分の方法 

　事業区分は、当社の最高経営意思決定機関が経営資源の配分や業績評価を行う際に用いる事業分類で区分

しております。

２．各区分に属する主要な製品
区分 主な製品等 主要な使用例等

アジア・パシフィック事業

 

ＤＣ／ＤＣコンバータ用トランス、スイッチ

ング電源用トランス、ストロボ用発振トラン

ス、ノイズフィルターコイル、ＤＣ／ＤＣコン

バータユニット、パワーインダクタ、ＩＦＴ／

ＲＦコイル、キーレスエントリーアンテナコ

イル、ＡＤＳＬ用モデムトランス、データ用ラ

インフィルター、アンテナコイル、映像用フィ

ルター、信号用インダクタ、ＲＦ－ＩＤ、四方

弁コイル  

ＣＣＦＬ駆動用インバータトランス、ＣＣＦ

Ｌ駆動用インバータユニット

ＡＢＳコイル、インジェクションコイル、アン

テナコイル、センサーコイル、ノイズフィル

ター 

 

液晶ディスプレー、デジタルカメラ、デジタル

ビデオカメラ、ＨＩＤランプ、電話機、モデム、

ドアホン、ＡＤＳＬ、カーオーディオ、給湯器、

ＦＡ機器、プリンター、ノートブック型パソコ

ン、自動車、エアーバッグ回路制御、ＨＤＤ、携

帯電話、ＭＰ３、プリンター、テレビ、セット

トップボックス、ハイブリッドＩＣ、アミュー

ズメント機器、デスクトップ型パソコン、コ

ピー機（トナーセンサー）、オーディオ機器、

ＤＶＤ・ＣＤプレーヤー、アンテナ、トラン

シーバー、魚群探知機、ポスシステム、ＶＴＲ、

玩具、セキュリティー機器、電子楽器、エアコ

ン、液晶テレビ、ＬＣＤモニター、カーナビ

ゲーション、デジタルカメラ、アンチロックブ

レーキシステム（ＡＢＳ）、スマートエント

リーシステム、ＥＰＳトルク角センサー、ガソ

リン直噴エンジンインジェクタ、ガラスアン

テナ用ノイズフィルター、サスペンション、イ

モビライザーシステム、タイヤ空気圧監視シ

ステム、電波時計

ＥＵ事業

 

アンテナコイル、センサーコイル・モジュー

ル、イグニッションコイル・モジュール、ノイ

ズフィルター、ｘＤＳＬスプリッターモ

ジュール、ＤＣ／ＤＣコンバータ用トランス

パワーステアリング用制御ユニット、ＧＰＳ

アンテナ、盗難防止用制御ユニット、ディーゼ

ルエンジン用制御ユニット、パワーサプライ

イモビライザー、キーレスエントリー、キセノ

ンライト、ＨＩＤランプ、タイヤ空気圧監視シ

ステム、ｘＤＳＬスプリッター、通信機器、産

業・医療機器、娯楽機器、照明器具

パワーステアリング、ＧＰＳ、盗難防止装置、

ディーゼルエンジン

 
 

環境・エネルギー事業

 

高周波トランス、高周波チョークコイル、エッ

ジワイズコイル、スティックコイル、HDD用

モーターコイル

液晶TV、OA機器電源回路、放送・電話基地局向

け電源回路、キーレスエントリー、HDD

３． 会計処理の方法の変更

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結

会計期間より、「たな卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）

を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、アジア・パシフィック事業の営業

損失は19百万円増加しております。

　また、当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、営業損失がアジア・パ

シフィック事業で10百万円減少し、ＥＵ事業で85百万円、環境・エネルギー事業で２百万円、それぞれ増加

しております。

４．事業区分の方法の変更

　当第１四半期連結会計期間より、従来製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分していましたコイルビ

ジネス、VOGTビジネス/コンポーネント事業及びVOGTビジネス/EMS事業という事業の区分を、事業実態をよ

り適切に反映するために、当社の最高経営意思決定機関が経営資源の配分や業績評価を行う際に用いるア

ジア・パシフィック事業、ＥＵ事業及び環境・エネルギー事業という区分に変更しました。

　なお、前連結会計年度における事業区分によった場合の当第１四半期連結累計期間の事業の種類別セグメ

ント情報は以下のとおりです。 　

 
 

コイルビジ
ネス
（百万円）

VOGTビジネ
ス/コン
ポーネント
事業
（百万円）

VOGTビジネ
ス/EMS事業
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

EDINET提出書類

スミダコーポレーション株式会社(E01971)

四半期報告書

20/28



 
 

コイルビジ
ネス
（百万円）

VOGTビジネ
ス/コン
ポーネント
事業
（百万円）

VOGTビジネ
ス/EMS事業
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

(1）外部顧客に対する売上高    5,797     2,140     642     8,579    －     8,579

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
  100     111     0     211     △211     －

計    5,897    2,251     642     8,790    △211     8,579

営業利益又は営業損失（△）    △377     △258     △65     △700     △645    △1,345

　

　当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日～平成22年３月31日） 

 
 

アジア・パ
シフィック
事業
（百万円）

ＥＵ事業
（百万円）

環境・エネ
ルギー事業
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 6,878 4,654 1,362 12,894 － 12,894

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
181 248 37 466 △466 －

計 7,059 4,902 1,399 13,360 △466 12,894

営業利益 1,270 282 28 1,580 △555 1,025

　（注）１．事業区分の方法

　事業区分は、当社の最高経営意思決定機関が経営資源の配分や業績評価を行う際に用いる事業分類で区分

しております。

２．各区分に属する主要な製品

区分 主な製品等 主要な使用例等
アジア・パシフィック事業

 
ＤＣ／ＤＣコンバータ用トランス、スイッチング電
源用トランス、ストロボ用発振トランス、ノイズフィ
ルターコイル、ＤＣ／ＤＣコンバータユニット、パ
ワーインダクタ、ＩＦＴ／ＲＦコイル、キーレスエン
トリーアンテナコイル、ＡＤＳＬ用モデムトランス、
データ用ラインフィルター、アンテナコイル、映像用
フィルター、信号用インダクタ、ＲＦ－ＩＤ、四方弁
コイル  
ＣＣＦＬ駆動用インバータトランス、ＣＣＦＬ駆動
用インバータユニット
ＡＢＳコイル、インジェクションコイル、アンテナコ
イル、センサーコイル、ノイズフィルター、カーエア
コン用ソレノイド 

 

液晶ディスプレー、デジタルカメラ、デジタルビデオ
カメラ、ＨＩＤランプ、電話機、モデム、ドアホン、Ａ
ＤＳＬ、カーオーディオ、給湯器、ＦＡ機器、プリン
ター、ノートブック型パソコン、自動車、エアーバッ
グ回路制御、ＨＤＤ、携帯電話、ＭＰ３、プリンター、
テレビ、セットトップボックス、ハイブリッドＩＣ、
アミューズメント機器、デスクトップ型パソコン、コ
ピー機（トナーセンサー）、オーディオ機器、ＤＶＤ
・ＣＤプレーヤー、アンテナ、トランシーバー、魚群
探知機、ポスシステム、ＶＴＲ、玩具、セキュリティー
機器、電子楽器、エアコン、液晶テレビ、ＬＣＤモニ
ター、カーナビゲーション、デジタルカメラ、アンチ
ロックブレーキシステム（ＡＢＳ）、スマートエン
トリーシステム、ＥＰＳトルク角センサー、ガソリン
直噴エンジンインジェクタ、ガラスアンテナ用ノイ
ズフィルター、サスペンション、イモビライザーシス
テム、タイヤ空気圧監視システム、電波時計

ＥＵ事業

 
アンテナコイル、センサーコイル・モジュール、イグ
ニッションコイル・モジュール、ノイズフィルター、
ｘＤＳＬスプリッターモジュール、ＤＣ／ＤＣコン
バータ用トランス
パワーステアリング用制御ユニット、ＧＰＳアンテ
ナ、盗難防止用制御ユニット、ディーゼルエンジン用
制御ユニット、パワーサプライ

イモビライザー、キーレスエントリー、キセノンライ
ト、ＨＩＤランプ、タイヤ空気圧監視システム、ｘＤ
ＳＬスプリッター、通信機器、産業・医療機器、娯楽
機器、照明器具
パワーステアリング、ＧＰＳ、盗難防止装置、ディー
ゼルエンジン

 
環境・エネルギー事業

 
高周波トランス、高周波チョークコイル、エッジワイ
ズコイル、スティックコイル、HDD用モーターコイル、
低周波トランス、高調波対策リアクタ、リアクトル、
コモンモードコイル

液晶ＴＶ、ＯＡ機器電源回路、放送・電話基地局向け
電源回路、キーレスエントリー、ＨＤＤ、医療機器
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日～平成21年３月31日）

 
日本

（百万円）
香港・中国
（百万円）

台湾・韓国
（百万円）

アセアン
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                     

(1）外部顧客に対する

売上高
1,417 2,620 102 818 559 3,063 8,579 － 8,579

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

300 1,571 0 34 36 36 1,977△1,977 －

計 1,717 4,191 102 852 595 3,09910,556△1,977 8,579

営業利益又は営業損失

（△）
△121 △38 △11 △15 △26 △445 △656 △689 △1,345

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

 ２．上記区分のうち、アセアンに属する地域の内訳はシンガポール、マレーシア及びタイであります。また、北米

に属する地域の内訳は米国及びメキシコであります。欧州に属する地域の内訳はドイツ、オーストリア、スロ

ベニア及びルーマニアであります。

３．会計処理の方法の変更　

　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会

計期間より、「たな卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、日本の営業損失は19百万円増加して

おります。

　　 　また、当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当

面の取扱い」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、営業損失が香港・

中国で10百万円減少し、アセアンで２百万円、欧州で85百万円それぞれ増加しております。 　

　

当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日～平成22年３月31日）

 
日本

（百万円）
香港・中国
（百万円）

台湾・韓国
（百万円）

アセアン
（百万円）

北米
（百万円）

欧州
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する

売上高
2,627 3,548 213 1,161 1,096 4,24912,894 － 12,894

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

369 2,966 0 42 122 175 3,674△3,674 －

計 2,996 6,514 213 1,203 1,218 4,42416,568△3,67412,894

営業利益又は営業損失

（△）
68 1,139 △1 71 71 237 1,585 △560 1,025

　（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。

 ２．上記区分のうち、アセアンに属する地域の内訳はシンガポール、マレーシア及びタイであります。また、北米

に属する地域の内訳は米国及びメキシコであります。欧州に属する地域の内訳はドイツ、オーストリア、スロ

ベニア及びルーマニアであります。　
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【海外売上高】

 前第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 香港・中国 アセアン 台湾・韓国 北米 欧州  その他 計

海外売上高（百万円） 1,194 831 206 688 4,188 49 7,156

連結売上高（百万円）                         8,579

連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
13.9 9.7 2.4 8.0 48.8 0.6 83.4

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

（1）アセアン……シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ

（2）北米　　……米国、メキシコ

(3）欧州　　……イギリス、フランス、ドイツ、イタリア、オーストリア、ルーマニア、スロベニア

(4) その他  ……インド、オーストラリア、ブラジル

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日） 

 香港・中国 アセアン 台湾・韓国 北米 欧州  その他 計

海外売上高（百万円） 1,750 1,172 250 1,360 5,698 30 10,260

連結売上高（百万円） 　 　 　 　 　 　 12,894

連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
13.6 9.1 1.9 10.6 44.2 0.2 79.6

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

(1）アセアン……シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ

(2）北米　　……米国、メキシコ

(3）欧州　　……フランス、ドイツ、スペイン、チェコ、オーストリア、ルーマニア、スロベニア、ポーランド、スイ

ス

(4) その他  ……インド、オーストラリア、ブラジル

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

（有価証券関係）

 当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日） 

　注記すべき事項はありません。

  

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日） 

　注記すべき事項はありません。

  

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 547円80銭 １株当たり純資産額 545円55銭

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 11,107 11,068

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
582 586

（うち少数株主持分） (582) (586)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産

額（百万円）
10,525 10,482

１株当たり純資産額の算定に用いられた四

半期末（期末）の普通株式の数（千株）
19,213 19,213

 

２．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 55円73銭 １株当たり四半期純利益金額 33円95銭

　（注）１．前第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　２．当第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。　

　３．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当た

り四半期純損失金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失(△）

（百万円）
△1,071 652

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
△1,071 652

期中平均株式数（千株） 19,213 19,213

　

（重要な後発事象）

 当第１四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。 

　

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

注記すべき事項はありません。
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２【その他】

１．平成22年２月18日開催の取締役会において、平成21年12月期第４四半期配当について、次のとおり決議いたし

ました。 

(イ）剰余金の配当の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・96百万円

(ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・平成22年３月５日

　（注）平成21年12月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。　

　

２．平成22年４月26日開催の取締役会において、平成22年12月期第１四半期配当について、次のとおり決議いたし

ました。

(イ）剰余金の配当の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・96百万円

(ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・平成22年５月21日

　（注）平成22年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月15日

スミダコーポレーション株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中泉　 敏　　 印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 古山　和則　　印

　 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスミダコーポレー

ション株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１

月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スミダコーポレーション株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報

　セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」（注）４．事業区分の方法の変更に記載されているとおり、会社は

第１四半期連結会計期間より事業の種類別セグメント情報における事業区分を変更している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上　

　

　 

(注)１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月12日

スミダコーポレーション株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中泉　 敏　　 印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 古山　和則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスミダコーポレー

ション株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１

月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スミダコーポレーション株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上　

　 

(注)１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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